(令達先：　教育委員会事務局　各県立学校)　高知県立学校職員衛生管理規程を次のように定める。
○高知県立学校職員衛生管理規程
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	平成21年3月3日教育委員会訓令第3号

		平成21年3月31日教育委員会訓令第8号
	平成24年3月30日教育委員会訓令第5号

		平成26年3月28日教育委員会訓令第3号
	
			

	


	


　　高知県立学校職員衛生管理規程
第1章　総則
(趣旨)

第1条　この規程は、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号。以下「法」という。)その他の法令に別に定めがあるもののほか、県立学校(以下「学校」という。)に勤務する職員(以下「職員」という。)の衛生及び健康管理に関し必要な事項を定めるものとする。
(校長の責務)

第2条　校長は、常に所属職員の安全の確保及び健康の保持増進に努めるとともに、快適な職場環境の実現及び安全衛生思想の普及徹底を図るため、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
2　校長は、衛生管理者(法第12条第1項に規定する衛生管理者をいう。以下同じ。)、衛生推進者(法第12条の2に規定する衛生推進者をいう。第8条において同じ。)及び学校管理医(学校において法第13条第1項に規定する産業医の職務を行う者をいう。以下同じ。)がその職務を円滑に遂行することができるよう配慮しなければならない。
(職員の義務)

第3条　職員は、自己の健康の確保及び増進に努めるとともに、この規程に基づく衛生及び健康管理に係る措置に協力しなければならない。
第2章　衛生管理体制
(総括衛生管理者)

第4条　職員の衛生及び健康管理を総括させるため、総括衛生管理者を置く。
2　総括衛生管理者は、管理の事務を分掌する教育次長の職にある者をもって充てる。
3　総括衛生管理者が欠けたとき又は旅行、疾病、事故その他やむを得ない事由によりその職務を行うことができないときは、教職員・福利課長の職にある者がその職務を代理する。
(総括衛生管理者の職務)

第5条　総括衛生管理者は、校長を指揮し、次に掲げる業務を統括管理する。
(1)　職員の健康障害を防止するための措置に関すること。
(2)　職員の衛生のための教育の実施に関すること。
(3)　健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。
(4)　労働災害の原因の調査及び再発防止対策で、職員の衛生及び健康管理に関すること。
(5)　前各号に掲げるもののほか、職員の衛生及び健康管理に関すること。
(衛生管理責任者)

第6条　総括衛生管理者の職務を補助させるため、衛生管理責任者を置く。
2　衛生管理責任者は、教職員・福利課長の職にある者をもって充てる。
(衛生管理者)

第7条　職員数50人以上の学校(本校及び分校は、それぞれ一つの学校とみなす。以下同じ。)に、衛生管理者を置く。
2　衛生管理者は、校長が命ずる。
3　衛生管理者は、第5条各号に掲げる業務に係る技術的事項を所掌する。
(衛生推進者)

第8条　職員数50人未満の学校に、衛生推進者を置く。
2　衛生推進者は、校長が命ずる。
3　衛生推進者は、第5条各号に掲げる業務を所掌する。
(学校管理医)

第9条　職員数50人以上の学校に、学校管理医を置く。
2　学校管理医は、校長の推薦に基づき、教育長が委嘱する。
3　学校管理医は、法に基づき職員の健康管理等を行うために必要な医学に関する知識を有する者とする。
(学校管理医の職務)

第10条　学校管理医は、次に掲げる職務を行う。
(1)　健康診断及び面接指導等(法第66条の8第1項に規定する面接指導及び法第66条の9の必要な措置をいう。)の実施並びにこれらの結果に基づく職員の健康を保持するための措置に関すること。
(2)　職員の作業環境の維持管理に関すること。
(3)　職員の作業の管理に関すること。
(4)　前3号に掲げるもののほか、職員の健康管理に関すること。
(5)　健康教育、健康相談その他職員の健康の保持増進を図るための措置に関すること。
(6)　衛生教育に関すること。
(7)　職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。
2　学校管理医は、前項各号に掲げる事項について、職員の健康を確保するため必要があると認めるときは、校長に対して勧告し、又は衛生管理者に対して指導し、若しくは助言することができる。
(衛生委員会)

第11条　職員の衛生に関する事項を総合的に調査審議させるため、職員数50人以上の学校に、衛生委員会(法第18条第1項に規定する衛生委員会をいう。以下同じ。)を置く。
2　衛生委員会は、次に掲げる事項について調査審議し、校長に対して意見を述べることができる。
(1)　職員の健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。
(2)　職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。
(3)　労働災害の原因の調査及び再発防止対策で、職員の衛生及び健康管理に係るものに関すること。
(4)　前3号に掲げるもののほか、職員の健康障害の防止及び健康の保持増進に関すること。
3　衛生委員会の委員(以下「委員」という。)は、11人以内とし、次に掲げる者をもって充てる。
(1)　教頭
(2)　事務長
(3)　衛生管理者
(4)　学校管理医
(5)　職員の代表者
(委員の任期)

第12条　委員の任期は、1年とし、再任を妨げない。
2　委員が欠けた場合の補欠又は増員により選任された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。
(議長)

第13条　衛生委員会の議長は、教頭(2人以上いるときは、そのうち校長が命じた者)が当たる。
(招集)

第14条　衛生委員会は、議長が招集する。
2　議長は、委員の3分の1以上が調査審議すべき事項を示して招集を請求したときは、衛生委員会を招集するものとする。
(会議)

第15条　衛生委員会は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開くことができない。
2　衛生委員会の議事は、出席した委員の全員の一致により決するものとする。
3　議長は、衛生委員会の議事で重要なものについては、別記第1号様式による記録を作成し、これを3年間保存しなければならない。
(報告)

第16条　議長は、衛生委員会の開催状況について別記第2号様式による報告書を作成し、校長を経由して総括衛生管理者に提出しなければならない。
第3章　健康管理
(健康診断等)

第17条　健康診断その他職員の健康管理は、学校保健安全法(昭和33年法律第56号)その他の法令に定めるところによるものとする。
第4章　雑則
(秘密の保持)

第18条　職員の衛生及び健康管理に関する業務に従事する職員は、業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。
その職を退いた後においても、同様とする。
(報告及び資料の徴収)

第19条　総括衛生管理者は、職員の衛生及び健康管理上必要があるときは、校長及び学校管理医から必要な報告及び資料の提出を求めることができる。
(委任)

第20条　この規程に定めるもののほか、職員の衛生及び健康管理に関し必要な事項は、教育長が定める。
附　則
この訓令は、平成8年4月1日から施行する。
附　則(平成19年3月30日教育委員会訓令第4号)

	

	


この訓令は、平成19年4月1日から施行する。
附　則(平成21年3月3日教育委員会訓令第3号)

	

	


この訓令は、平成21年4月1日から施行する。
附　則(平成21年3月31日教育委員会訓令第8号)

	

	


この訓令は、平成21年4月1日から施行する。
附　則(平成24年3月30日教育委員会訓令第5号)

	

	


この訓令は、平成24年4月1日から施行する。
附　則(平成26年3月28日教育委員会訓令第3号)

	

	


この訓令は、平成26年4月1日から施行する。
別記第1号様式(第15条関係)

衛生委員会の記録
[別紙参照]

第2号様式(第16条関係)

衛生委員会開催状況報告書
[別紙参照]

